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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気コネクタであって、
　モジュールの一端部側を内部に収容すると共に、前記モジュールの他端部側を外部に露
出させて前記モジュールを保持するケースと、
　　前記ケースに前記モジュールを着脱可能に固定するためのアームと、を備え、
　前記アームは、
　　前記モジュールの前記他端部側に設けられ、前記モジュールの露出した部分に着脱可
能に取り付けられた第１端部と、
　　前記第１端部の反対側の前記一端部側に設けられ、前記ケースに着脱可能に取り付け
られた第２端部と、
　　前記第１端部と前記第２端部とを接続する中央部分と、を備え、
　前記ケースは、当該ケースにおける前記一端部側に配置されると共に、前記アームの当
該ケース側への動きを制限する突起部を備える、電気コネクタ。
【請求項２】
　前記モジュールは、
　　本体部と、
　　カバー部と、
　　前記カバー部にケーブルを固定するためのクランプ部と、を有しており、
　前記クランプ部は、前記ケース内において前記モジュールの前記他端部側に配置されて
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いる、請求項１記載の電気コネクタ。
【請求項３】
　前記本体部を覆う第１シールド部材と、
　前記カバー部を覆う第２シールド部材と、を有し、
　前記第１シールド部材と前記第２シールド部材とが電気的に接続されている、請求項２
記載の電気コネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気コネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　通信ケーブルに取り付けられる電気コネクタとして、例えば以下の特許文献１に記載の
ＲＪプラグコネクタが知られている。
【０００３】
　特許文献１には、「シールドデータケーブル用プラグであって、すなわちこのプラグは
、第１のシェル（１）と第２のシェル（２）とを組み合わせた導電性のハウジングと、プ
ラグ接点（３０２）を収める電気的絶縁性あるプラグ本体（４）と、プリント配線基板（
３）と、装着部品（５）とを持ち、プリント配線基板は、ハウジング（１、２）に差し込
み可能であって、かつプラグ接点（３０２）と絶縁変位接点（３０３、３０４）とを支持
して相互に導電性結合し、また装着部品にはデータケーブルの心線を差し込み可能であり
、そしてこの装着部品は、心線に絶縁変位接点（３０３、３０４）で接触するため、プリ
ント配線基板（３）に差し込み可能であるプラグであって、プリント配線基板（３）は第
１のシェル（１）に差し込み可能であって、かつフィルム（３０１）によって第１のシェ
ルの底面（１０１）に対して電気的に絶縁されていることと、絶縁変位接点（３０３、３
０４）は、たがい違いに位置をずらして並びながら、２列に配置されていることと、差し
込み方向に見て後列の絶縁変位接点（３０３）の高さは、前列の絶縁変位接点（３０４）
より低いことと、装着部品（５）は心線を、心線末端がステップ状に位置をずらして置か
れている２つの平面で受けることと、突き出している方の平面の心線が、前列の絶縁変位
接点（３０４）に接触する」との記載がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２００９－５２８６５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、ＬＡＮ（Local Area Network）ケーブルなどの通信ケーブルに取り付けられ
る電気コネクタでは、通信品質の観点から、クロストーク（漏話）を低減することが望ま
れている。そのため、ケーブルが電気コネクタに取り付けられたときに、配線基板とケー
ブルとの間のクロストークを抑制することが重要である。
【０００６】
　本発明の目的は、クロストークを抑制できる電気コネクタを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一側面は、ケーブルに取り付けられる電気コネクタであって、本体部と、カバ
ー部と、を備え、本体部とカバー部とは、ケーブルを収容する空間を画成しており、本体
部は、上部ハウジングと、下部ハウジングと、上部ハウジングと下部ハウジングとの間に
配置される配線基板と、上部ハウジングと下部ハウジングとを挟んで配置されるシールド
部材と、を有し、配線基板は、ケーブルと電気的な接続を行うための接触子と、相手側コ
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ネクタと電気的な接続を行うための接続端子と、接触子と接続端子とを電気的に接続する
電線と、を有する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、配線基板を挟持する本体部の上部ハウジングと下部ハウジングとを挟
むように、シールド部材が配置されている。そのため、本体部とカバー部とより画成され
た空間にケーブルが収容されたときに、配線基板の導線とケーブルとの電磁的な干渉をシ
ールド部材によって抑制でき、配線基板とケーブルとの間のクロストークを抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】（ａ）は一実施形態に係る電気コネクタを上方から示す斜視図であり、（ｂ）は
一実施形態に係る電気コネクタを下方から示す斜視図である。
【図２】（ａ）は図１に示す電気コネクタを上から見た図であり、（ｂ）は図１に示す電
気コネクタを横から見た図である。
【図３】図１に示す電気コネクタにケーブルが取り付けられた状態を示す斜視図である。
【図４】モジュールとケースとを示す斜視図である。
【図５】図１に示す電気コネクタの分解斜視図である。
【図６】クランプ部の取り付けを説明する斜視図である。
【図７】本体部を示す斜視図である。
【図８】図７に示す本体部の分解斜視図である。
【図９】配線基板を示す斜視図である。
【図１０】本体部にケーブルが取り付けられた状態を示す図である。
【図１１】カバー部の分解斜視図である。
【図１２】配線基板とグラウンド構造とを示す斜視図である。
【図１３】グラウンド構造を示す図である。
【図１４】図１３（ａ）に示すグラウンド構造を前から見た図である。
【図１５】（ａ）はアーム部を示す斜視図であり、（ｂ）はケース部を示す斜視図である
。
【図１６】図１に示す電気コネクタの断面図である。
【図１７】モジュールにおける本体部の組立手順を示す図である。
【図１８】モジュールにおけるカバー部の組立手順を示す図である。
【図１９】カバー部にケーブルを取り付けるための手順を示す図である。
【図２０】本体部とケース部との組立手順を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、添付図面を参照して、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、
図面の説明において同一又は相当要素には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【００１１】
　図１（ａ）は、一実施形態に係る電気コネクタを上方から示す斜視図であり、図１（ｂ
）は一実施形態に係る電気コネクタを下方から示す斜視図である。図２（ａ）は、図１に
示す電気コネクタを上から見た図であり、図２（ｂ）は、図１に示す電気コネクタを横か
ら見た図である。図３は、図１に示す電気コネクタにケーブルが取り付けられた状態を示
す斜視図である。図４は、モジュールとケースとを示す斜視図である。
【００１２】
　図１及び図２に示す電気コネクタ１は、例えばＩＳＯ／ＩＥＣ８８７７で標準化されて
いるＲＪ（Registered Jack）－４５コネクタであり、ケーブル３の末端に取り付けられ
る。ケーブル３は、通信ケーブルであり、４対８芯のツイストペアケーブル５（図１０参
照）と、このツイストペアケーブル５全体の外周を覆うシールド７（図１０参照）とを有
するＬＡＮ（Local Area Network）ケーブルである。
【００１３】
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　電気コネクタ１は、モジュール１０と、ケース１２とを備えている。図５は、図１に示
す電気コネクタの分解斜視図である。図６は、クランプ部の取り付けを説明する斜視図で
ある。図５及び図６に示すように、モジュール１０は、本体部１４と、カバー部１６と、
クランプ部１８とを有している。本体部１４とカバー部１６とは、ケーブル３を収容する
収容空間を画成している。
【００１４】
　図７は、本体部を示す斜視図である。図８は、図７に示す本体部の分解斜視図である。
本体部１４は、上部ハウジング２０と、下部ハウジング２２と、配線基板２８と、第１シ
ールド部材３０とを有している。
【００１５】
　上部ハウジング２０は、工業用プラスチック材料、例えばポリブチレンテレフタレート
（ＰＢＴ：polybutylene terephthalate）、ポリアミド(ＰＡ：polyamide)などの材料か
ら形成されている。上部ハウジング２０は、収容部３１と、接触子保持部３３と、コネク
タ部３５とから構成されている。上部ハウジング２０は、収容部３１、接触子保持部３３
及びコネクタ部３５が例えば射出成形により一体に形成されている。
【００１６】
　収容部３１は、ツイストペアケーブル５が収容される収容空間Ｓ１を画成する部分であ
る。収容部３１は、板状をなしており、上方から見て略矩形形状を呈している。収容部３
１の一面（上面）３１ａは、平坦面となっている。
【００１７】
　接触子保持部３３は、後述する接触子２４を保持して固定する部分である。接触子保持
部３３は、収容部３１の幅方向の両側において、収容部３１の長手方向に沿って設けられ
ている。具体的には、接触子保持部３３は、収容部３１の長手方向に沿って所定の間隔（
等間隔）をあけて配置されていると共に、収容部３１の幅方向において対向する位置に配
置されている。なお、上部ハウジング２０には、収容部３１の長手方向に沿って配置され
た接触子保持部３３を間に挟む位置に、カバー部１６と係合する複数（ここでは４つの）
係合部３４ａ～３４ｄが設けられている。
【００１８】
　コネクタ部３５は、接続対象のモジュラジャックのプラグ挿入口（図示しない）に差し
込まれる部分である。コネクタ部３５は、収容部３１の一端側（前端側）に設けられてい
る。コネクタ部３５は、後述する接続端子２６を収容すると共に、接続端子２６を保持す
る。コネクタ部３５には、接続端子２６を露出させる溝３５ａが設けられている。溝３５
ａは、本体部１４の長手方向に沿って延びていると共に、幅方向において所定の間隔をあ
けて配置されている。また、コネクタ部３５の後端部には、後述する第１シールド部材３
０の係合部４０ａが配置される配置部３６が設けられている。
【００１９】
　下部ハウジング２２は、工業用プラスチック材料、例えばポリブチレンテレフタレート
、ポリアミドなどの材料から形成されている。下部ハウジング２２は、配線基板２８が載
置される底部２２ａと、底部２２ａの幅方向の両端部から起立する側面部２２ｂ，２２ｃ
とから構成されている。底部２２ａと側面部２２ｂ，２２ｃとにより、配線基板２８を収
容する収容空間Ｓ２が画成されている。また、図５に示すように、下部ハウジング２２の
一端部（前端部）には、後述するケース１２のアーム部７０の先端部分７４を固定するア
ーム固定部２３が設けられている。
【００２０】
　配線基板２８は、複数（ここでは８個）の接触子２４と、複数（ここでは８個）の接続
端子２６と、接触子２４と接続端子２６とを電気的に接続する接続導線（電線）Ｌとを有
している。配線基板２８は、上部ハウジング２０と下部ハウジング２２との間に配置され
ている。配線基板２８は、下部ハウジング２２の収容空間Ｓ２に収容されると共に、上部
ハウジング２０と下部ハウジング２２とに挟持されている。配線基板２８は、例えばプリ
ント回路板（ＰＣＢ：Printed Circuit Board）である。
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【００２１】
　まず、接触子２４及び接続端子２６について説明する。接触子２４は、例えば金属など
の導電部材からなり、スリット２４ａが形成された二又形状となっている。接触子２４の
スリット２４ａにツイストペアケーブル５が挿入（圧入）されることにより、ツイストペ
アケーブル５が接触子２４に電気的に接続される。すなわち、ツイストペアケーブル５の
被覆カバーに接触子２４が切り込み、接触子２４がツイストペアケーブル５の導線の導体
まで到達して電気的に接続される。接触子２４は、接触子保持部３３に保持されると共に
、その一端部（下端部）が配線基板２８の第１挿入穴Ｈ１に挿入される。図８に示すよう
に、接触子２４は、配線基板２８から面外方向、すなわち上方に突出している。
【００２２】
　接続端子２６は、相手側コネクタであるモジュラジャックの各接触子と電気的な接続を
行い、接触子と一対一で導通する部分である。接続端子２６は、コネクタ部３５に配置さ
れる。接続端子２６は、略Ｕ字状を呈している。接続端子２６の一端部は、配線基板２８
の第２挿入穴Ｈ２に挿入されて配線基板２８に保持される。接続端子２６は、コネクタ部
３５の溝３５ａに沿って配置され、溝３５ａにおいて露出した部分が接触部分となってい
る。
【００２３】
　図９は、配線基板を示す斜視図である。図９に示すように、配線基板２８は、略矩形形
状を呈しており、所定の厚みを有している。配線基板２８には、接触子２４の一端部が挿
入される第１挿入穴Ｈ１と、接続端子２６の一端部が挿入される第２挿入穴Ｈ２とが、そ
れぞれ複数（ここでは８個）形成されている。第１挿入穴Ｈ１は、配線基板２８の幅方向
の両端部において、長手方向に沿って所定の間隔をあけて配置されている。第１挿入穴Ｈ
１は貫通穴であり、第１挿入穴Ｈ１の内側面には、めっきが施されている。
【００２４】
　第２挿入穴Ｈ２は、配線基板２８の長手方向の一端部において、千鳥状に配置されてい
る。第２挿入穴Ｈ２は貫通穴であり、第２挿入穴Ｈ２の内側面には、めっきが施されてい
る。所定の第１挿入穴Ｈ１と所定の第２挿入穴Ｈ２とは、接続導線Ｌによってそれぞれ電
気的に接続されている。接続導線Ｌにより、接触子２４と接続端子２６とが電気的に接続
される。
【００２５】
　第１シールド部材３０は、ケーブル３のツイストペアケーブル５と配線基板２８の接続
導線Ｌとの間におけるクロストークを抑制する部材である。第１シールド部材３０は、例
えばＳＵＳ３０１などから形成されている。第１シールド部材３０は、上部ハウジング２
０の上部側で且つ対向配置される接触子２４の間に配置される第１部分と、下部ハウジン
グ２２の下部側に配置される第２部分とを有している。すなわち、第１シールド部材３０
は、上部分（第１部分）４０と、下部分（第２部分）４２と、上部分４０と下部分４２と
を連結する連結部分４４とから構成されている。第１シールド部材３０は、上部分４０、
下部分４２及び連結部分４４が板金により一体に形成されている。第１シールド部材３０
は、上部ハウジング２０と下部ハウジング２２とを挟むように、上部ハウジング２０と下
部ハウジング２２とに取り付けられる。
【００２６】
　上部分４０は、平板状の部材であり、厚みが例えば０．１ｍｍ～０．６ｍｍの範囲であ
る。上部分４０は、上部ハウジング２０の収容部３１の幅寸法と略同等の幅寸法を有して
いる。上部分４０は、対向する接触子２４の間において、上部ハウジング２０の収容部３
１を覆うように収容部３１に対向して配置され、収容部３１の上面３１ａに面接触する。
上部分４０の一端部には、後述する第２シールド部材５４の係合部５４ａと係合する係合
部４０ａが設けられている。係合部４０ａは、上部ハウジング２０の配置部３６に配置さ
れる。
【００２７】
　下部分４２は、断面略Ｕ字形状を呈している。下部分４２は、下部ハウジング２２の底
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面２２ａＡ側に配置され、底面２２ａＡと面接触すると共に、下部ハウジング２２の側面
部２２ｂ，２２ｃの外面を覆う。下部分４２の幅寸法は、上部分４０の幅寸法よりも大き
い。上部分４０と下部分４２とは、連結部分４４によって折り返されて連設されおり、上
下方向において所定の間隔をあけて離間し且つ略平行に対向配置されている。連結部分４
４は、上部分４０と略同等の幅寸法を有している。
【００２８】
　図１１は、カバー部の分解斜視図である。図１１に示すように、カバー部１６は、ワイ
ヤーガイド部５０と、ケーブル受け部５２と、第２シールド部材５４とを有している。ワ
イヤーガイド部５０は、工業用プラスチック材料、例えばポリブチレンテレフタレート、
ポリアミドなどの材料から形成されている。ワイヤーガイド部５０は、ツイストペアケー
ブル５を収容する収容空間Ｓ３を画成する側面部５０ａ，５０ｂを有している。側面部５
０ａ，５０ｂは、対向配置されており、側面部５０ａ，５０ｂには、ケーブル３のツイス
トペアケーブル５が配置されるガイド溝５１が形成されている。ガイド溝５１は、側面部
５０ａ，５０ｂの長手方向に沿って所定の間隔をあけて設けられている。ガイド溝５１は
、接触子２４の配置される位置、すなわち上部ハウジング２０の接触子保持部３３に対応
する位置に設けられている。
【００２９】
　ワイヤーガイド部５０の長手方向の一端部には、ケーブル受け部５２が配置される配置
部５６が設けられている。配置部５６には、クランプ部１８を係止する係止部５８が設け
られている。係止部５８は、ワイヤーガイド部５０の長手方向において対向して配置され
ていると共に、幅方向において対向して配置されている。つまり、係止部５８は、配置部
５６の四隅に配置されている。配置部５６には、後述するケーブル受け部５２のねじ穴５
９ａ，５９ｂに対応する位置に、２つの貫通穴Ｈ３，Ｈ４が形成されている。また、ワイ
ヤーガイド部５０の長手方向の他端部には、第２シールド部材５４の後述する係合部５４
ａと嵌合する嵌合部５０ｃが設けられている。
【００３０】
　ケーブル受け部５２は、厚さが０．６ｍｍ程度であり、ＳＵＳ（SteelUseStainless：
ステンレス鋼）などの材料から形成されている。ケーブル受け部５２は、ワイヤーガイド
部５０の配置部５６に配置され、クランプ部１８との間にケーブル３を挟持することによ
り、ケーブル３を保持する。ケーブル受け部５２の両端部には、後述するクランプ部１８
のねじＮ１，Ｎ２が螺入される２つのねじ穴５９ａ，５９ｂが形成されている。ケーブル
受け部５２は、ケーブル３の被覆カバーが除去されて露出したシールド７と物理的且つ電
気的に接触する。つまり、ケーブル３のシールド７とケーブル受け部５２とは、同電位（
接地電位）となる。
【００３１】
　第２シールド部材５４は、厚さが例えば０．１ｍｍ～０．６ｍｍの範囲であり、ＳＵＳ
などの材料から形成されている。第２シールド部材５４は、ワイヤーガイド部５０の下部
に配置される。第２シールド部材５４の一端部には、第１シールド部材３０の係合部４０
ａと係合する係合部５４ａが設けられている。係合部５４ａは、ワイヤーガイド部５０の
嵌合部５０ｃと嵌合し、ワイヤーガイド部５０に保持される。
【００３２】
　第２シールド部材５４の他端部には、ケーブル受け部５２と物理的且つ電気的に接触す
る一対の接触部５４ｂ，５４ｃが設けられている。接触部５４ｂ，５４ｃは、ワイヤーガ
イド部５０の配置部５６において、ワイヤーガイド部５０とケーブル受け部５２との間に
配置される。つまり、第２シールド部材５４は、接触部５４ｂ，５４ｃがワイヤーガイド
部５０とケーブル受け部５２とに挟持されることにより、ワイヤーガイド部５０に保持さ
れている。接触部５４ｂ，５４ｃには、ねじＮ１，Ｎ２を挿通する開口Ｋ１，Ｋ２が設け
られている。
【００３３】
　第１シールド部材３０の係合部４０ａと第２シールド部材５４の係合部５４ａとが係合
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することにより、第１シールド部材３０と第２シールド部材５４とが物理的且つ電気的に
接続される。すなわち、第１シールド部材３０と第２シールド部材５４とは、同電位とな
る。また、第２シールド部材５４の一対の接触部５４ｂ，５４ｃとケーブル受け部５２と
は、物理的且つ電気的に接続される。すなわち、第２シールド部材５４とケーブル受け部
５２とは同電位となり、第２シールド部材５４とケーブル３のシールド７とが同電位（接
地電位）となる。
【００３４】
　クランプ部１８は、カバー部１６にケーブル３を固定するための部品である。クランプ
部１８は、ケーブルクランプ部６０と、複数本（ここでは２本）のねじＮ１，Ｎ２とから
構成されている。ケーブルクランプ部６０の両端部には、ねじＮ１，Ｎ２が挿通される２
つの挿通穴（図示しない）が設けられている。図６に示すように、ケーブルクランプ部６
０は、カバー部１６のケーブル受け部５２に対応する位置に配置され、カバー部１６の係
止部５８に係止されて固定される。また、ねじＮ１，Ｎ２は、ワイヤーガイド部５０の貫
通穴Ｈ３，Ｈ４を介してケーブル受け部５２のねじ穴５９ａ，５９ｂに螺入される。ケー
ブル３は、ケーブル受け部５２とケーブルクランプ部６０とに挟持され、モジュール１０
に固定される。
【００３５】
　なお、ケーブルクランプ部６０には、組立前の状態において、シールＭ（図１９参照）
が貼り付けられている。シールＭには、ツイストペアケーブル５の配置位置、すなわちツ
イストペアケーブル５を接触子２４に挿入する位置の説明図が記載されている。これによ
り、ツイストペアケーブル５を接触子２４に挿入する際の作業性の向上が図れる。また、
シールＭにより、ねじＮ１，Ｎ２がケーブルクランプ部６０に保持されている。したがっ
て、ねじＮ１，Ｎ２の紛失を防止できると共に、ねじＮ１，Ｎ２をケーブルクランプ部６
０に挿入するといった作業を省略できる。
【００３６】
　図１２は、回路基板とグラウンド構造とを示す図である。図１３は、グラウンド構造を
示す図である。図１４は、図１３（ａ）に示すグラウンド構造を前から見た図である。
【００３７】
　図１２～図１４に示すように、第１シールド部材３０、第２シールド部材５４及びケー
ブル受け部５２は、電気的に接続されている。具体的には、第１シールド部材３０と第２
シールド部材５４とは、係合部４０ａと係合部５４ａとが係合して、物理的且つ電気的に
接続されている。第２シールド部材５４とケーブル受け部５２とは、第２シールド部材５
４の接触部５４ｂ，５４ｃとケーブル受け部５２と接触することにより、物理的且つ電気
的に接続されている。
【００３８】
　このような構成により、電気コネクタ１では、ケーブル３が取り付けられた状態におい
て、第１シールド部材３０、第２シールド部材５４及びケーブル受け部５２がケーブル３
のシールド７と同電位（接地電位）となる。
【００３９】
　続いて、ケース１２について説明する。図１５（ａ）は、アーム部を示す斜視図であり
、図１５（ｂ）は、ケース部を示す斜視図である。図１６は、図１に示す電気コネクタの
断面図である。
【００４０】
　図１５及び図１６に示すように、ケース１２は、アーム部７０と、ケース部７２とを有
している。ケース１２は、工業用プラスチック材料、例えばポリブチレンテレフタレート
、ポリアミドなどの材料から形成されている。アーム部７０は、可撓性を有しており、ケ
ース１２にモジュール１０を着脱可能に固定している。
【００４１】
　アーム部７０は、先端部分（第２端部）７４と、先端部分７４とは反対側の基端部分（
第１端部）７６と、先端部分７４と基端部分７６とを繋ぐ連結部分（中央部分）７８とか
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ら構成されている。アーム部７０は、先端部分７４、基端部分７６及び連結部分７８が一
体に形成されている。
【００４２】
　先端部分７４は、第１端部の反対側の一端部側に設けられ、モジュール１０の露出した
部分に着脱可能に取り付けられる。すなわち、先端部分７４は、モジュール１０における
本体部１４の下部ハウジング２２、つまりケース１２から露出するモジュール１０に固定
される。具体的には、先端部分７４は、下部ハウジング２２のアーム固定部２３に嵌合し
、下部ハウジング２２に対して固定される。先端部分７４には、モジュラジャックのプラ
グ挿入口に挿入されるラッチ部７５が設けられている。ラッチ部７５は、先端部分７４の
他の部分よりも幅広に形成されている。
【００４３】
　基端部分７６は、モジュール１０の他端部側に設けられ、ケース１２に着脱可能に取り
付けられる。すなわち、基端部分７６は、ケース部７２に固定される。基端部分７６は、
略Ｕ字形状を呈しており、先端部分７４よりも幅広に形成されている。基端部分７６は、
被固定部８０と、開口部８２とを有している。被固定部８０は、板状をなしており、基端
部分７６の他の部分よりも幅広に形成されている。被固定部８０は、後述するケース部７
２の固定部９２に固定される。
【００４４】
　開口部８２は、アーム部７０の延在方向に沿って形成されている。開口部８２は、略矩
形形状を呈しており、基端部分７６において、アーム部７０の幅方向の中央部に設けられ
ている。
【００４５】
　連結部分７８は、略帯状を成している。連結部分７８は、先端部分７４よりも幅広に形
成されている。連結部分７８は、ケース部７２との間に所定の間隔をあけて、ケース部７
２から離間して配置されている。
【００４６】
　ケース部７２は、中空の略直方体形状を呈している。ケース部７２は、モジュール１０
を収容する収容空間Ｓ４（図５参照）を画成するケース本体部８６を有している。ケース
本体部８６は、ケース本体部８６の他方側に設けられ、モジュール１０が挿入される開口
部８８と、ケース本体部８６の一方側に設けられ、ケーブル３が挿通されるケーブル挿通
部９０とを有している。また、ケース部７２は、ケース本体部８６の一側面８６ａに設け
られ、アーム部７０の基端部分７６を固定する固定部９２と、ケース本体部８６の一側面
８６ａから立設されたストッパー部（突起部）９４とを有している。
【００４７】
　固定部９２は、アーム部７０における基端部分７６の被固定部８０を固定する。固定部
９２は、ケース本体部８６の一側面８６ａにおいて、幅方向の両端部に配置される第１及
び第２部分９２ａ，９２ｂと、第１及び第２部分９２ａ，９２ｂの間に配置される第３部
分９２ｃとを有している。第１～第３部分９２ａ～９２ｃは、ケース本体部８６の一側面
８６ａとの間に、被固定部８０の厚み程度の空間を画成しており、被固定部８０をケース
本体部８６の一側面８６ａとの間に挿入して挟みこむ構成を有している。
【００４８】
　ストッパー部９４は、略柱状をなしており、ケース本体部８６の一側面８６ａから上方
に突出している。ストッパー部９４は、ケース本体部８６の一側面８６ａにおいて、後端
部寄りで且つ幅方向の略中央部に配置されている。ストッパー部９４は、アーム部７０に
おける基端部分７６の開口部８２に位置する。ストッパー部９４は、アーム部７０の撓み
を制限する部分であり、連結部分７８が所定量以上下方（ケース１２側）に押圧されない
ように、連結部分７８の撓み量（動き）を制限する。つまり、ストッパー部９４は、基端
部分７６が過剰に屈曲することを制限している。
【００４９】
　このように、ケース１２では、アーム部７０が押圧されたときに、ストッパー部９４に
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より連結部分７８が一定量以上下方に押圧されない。これにより、アーム部７０の基端部
分７６に過剰な負荷（変位）が加えられることを防止できる。したがって、アーム部７０
の基端部分７６が破損することを防止できる。
【００５０】
　モジュール１０は、その一端部側（後部側）がケース１２のケース本体部８６に収容さ
れ、その他端部側（前部側）がケース本体部８６の外部に露出している。具体的には、モ
ジュール１０は、ケース１２において、本体部１４のコネクタ部３５が露出し、クランプ
部１８がケース本体部８６に収容されている。つまり、クランプ部１８は、モジュール１
０において他端部側に隣接した位置に配置されている。
【００５１】
　続いて、電気コネクタ１の組立方法について説明する。図１７は、モジュールにおける
本体部の組立手順を示す図である。図１８は、モジュールにおけるカバー部の組立手順を
示す図である。図１９は、カバー部にケーブルを取り付けるための手順を示す図である。
図２０は、本体部とケース部との組立手順を示す図である。
【００５２】
　最初に、本体部１４の組立方法を説明する。図１７（ａ）に示すように、まず上部ハウ
ジング２０の下部に配線基板２８を配置する。続いて、図１７（ｂ）に示すように、配線
基板２８の下方に下部ハウジング２２を配置して、上部ハウジング２０と下部ハウジング
２２とを結合させる。続いて、図１７（ｃ）に示すように、第１シールド部材３０を一端
側から、上部ハウジング２０と下部ハウジング２２とを挟み込むように挿入する。これに
より、図１７（ｄ）に示すように、本体部１４が組み立てられる。
【００５３】
　次に、カバー部１６の組立方法を説明する。図１８（ａ）に示すように、ワイヤーガイ
ド部５０を準備する。続いて、図１８（ｂ）及び図１８（ｃ）に示すように、ワイヤーガ
イド部５０の嵌合部５０ｃに第２シールド部材５４の係合部５４ａを取り付ける。そして
、図１８（ｄ）に示すように、ワイヤーガイド部５０の配置部５６にケーブル受け部５２
を取り付けて、カバー部１６が組み立てられる。
【００５４】
　次に、ケーブル３をカバー部１６に取り付ける方法について説明する。図１９（ａ）に
示すように、カバー部１６を準備する。続いて、図１９（ｂ）に示すように、カバー部１
６にケーブル３を配置する。ケーブル３は、端部の被覆カバーを剥いでツイストペアケー
ブル５を露出させると共に、シールド７を露出させる。そして、カバー部１６のケーブル
受け部５２にシールド７が位置し、ツイストペアケーブル５がワイヤーガイド部５０の収
容空間Ｓ３に位置するように、カバー部１６にケーブル３を配置する。
【００５５】
　続いて、図１９（ｃ）に示すように、カバー部１６にクランプ部１８を配置する。そし
て、図１９（ｄ）に示すように、ねじＮ１，Ｎ２により、カバー部１６にケーブルクラン
プ部６０を取り付ける。これにより、ケーブル３がカバー部１６とクランプ部１８とによ
り挟持され、ケーブル３がカバー部１６とクランプ部１８とに固定される。その後、ツイ
ストペアケーブル５が図１０に示す配置となるように、ワイヤーガイド部５０のガイド溝
５１にツイストペアケーブル５を配置する。
【００５６】
　次に、図２０（ａ）に示すように、本体部１４を準備する。続いて、図２０（ｂ）に示
すように、本体部１４にケーブル３を保持したカバー部１６を取り付ける。具体的には、
本体部１４とカバー部１６とを一体化する。このとき、本体部１４の係合部３４ａ～３４
ｄがカバー部１６に係合する。これにより、本体部１４とカバー部１６とが結合される。
また、ツイストペアケーブル５が接触子２４に圧入され、ツイストペアケーブル５の導線
と接触子２４とが電気的に接続される。そして、図２０（ｃ）に示すように、余剰なツイ
ストペアケーブル５を切除する。
【００５７】
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　最後に、上述のように組み立てられたモジュール１０にケース１２をケーブル３側から
挿入し、アーム部７０における先端部分７４の被固定部７４ａを本体部１４のアーム固定
部２３に取り付ける。以上のように、電気コネクタ１にケーブル３が取り付けられる。
【００５８】
　以上説明したように、本実施形態では、ケーブル３のツイストペアケーブル５と配線基
板２８との間に第１シールド部材３０の上部分４０が配置されている。これにより、ケー
ブル３のツイストペアケーブル５と配線基板２８の接続導線Ｌとの間の電磁的な影響を小
さくでき、電磁的な干渉の発生を抑制できる。したがって、ツイストペアケーブル５と接
続導線Ｌとの間のクロストークを抑制できる。その結果、電気コネクタ１におけるノイズ
の発生を抑制できる。
【００５９】
　また、第１シールド部材３０、第２シールド部材５４及びケーブル受け部５２とは、電
気的に接続されており、ケーブル受け部５２は、ケーブル３のシールド７と電気的に接続
されている。これにより、第１シールド部材３０は、第２シールド部材５４及びケーブル
受け部５２を介して接地電位となるため、電位が安定化されている。したがって、電気コ
ネクタ１では、第１シールド部材３０により、効果的にクロストークを抑制できる。
【００６０】
　また、本実施形態では、ケーブル受け部５２は、ケーブル３のシールド７と電気的に接
続する機能と、ケーブル３を固定する機能とを兼ね備えている。したがって、ケーブル３
を固定する部分とシールド７と電気的に接続される部分とが別個で設けられている場合に
比べて、電気コネクタ１の小型化を図ることができる。
【００６１】
　また、本実施形態では、ケース１２において、アーム部７０の両端部が固定されている
。これにより、一端部のみが固定される構成の場合のように、変位方向（ケース１２側）
とは逆の方向に変位する（折り曲げられる）ことが防止されるため、アーム部７０の破損
が防止される。
【００６２】
　さらに、ケース１２では、ストッパー部９４が形成されている。これにより、アーム部
７０において連結部分７８が過剰に撓むことが防止され、これにより、基端部分７６に過
剰な負荷が加えられることを防止できる。したがって、基端部分７６の破損を防止できる
。
【００６３】
　以上、本発明の好適な実施形態について説明してきたが、本発明は必ずしも上述した実
施形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で様々な変更が可能である
。
【符号の説明】
【００６４】
　１…電気コネクタ、３…ケーブル、１０…モジュール、１２…ケース、１４…本体部、
１６…カバー部、１８…クランプ部、２０…上部ハウジング、２２…下部ハウジング、２
４…接触子、２６…接続端子、２８…配線基板、３０…第１シールド部材（シールド部材
）、４０…上部分（第１部分）、４２…下部分（第２部分）、５４…第２シールド部材、
７０…アーム部（アーム）、７４…先端部分（第１端部）、７６…基端部分（第２端部）
、７８…連結部分（中央部分）、９４…ストッパー部（突起部）、Ｌ…接続導線（電線）
。
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